



























































































































































































































{20) 東京家裁昭和40年 9月27日審判 家裁月報18巻2号92頁。
































































































































































































































































































































































































































































































































































翻 注(62)(63)のほか， 『例解社会保険審査会裁決要覧』 （帝国地方行政学会発行） 974頁
（昭40. 3 . 31裁決）， 1395の11頁（昭54. 2. 28裁決）， 1395の23頁（昭55. 1 . 31
裁決）， 1935の40頁（昭55. 4. 30裁決）の事例がある。
(68) 注(64)のほか，『例解社会保険審査会裁決要覧』（帝国地方行政学会） 1395の16頁（昭
54. 12. 20裁決）， 1395の37頁（昭55.4. 30裁決）， 1395の45頁（昭55.4. 30裁決），
1395の46頁（昭55. 4. 30裁決）， 1395の52頁（昭55. 6. 19裁決の事例がある。
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社会保障立法における遺族給付の受給権については，重婚的内縁の対外的効
力にかかわるので，交通事故の損害賠償と類似している。しかし，後者は不法
行為に対する責任であり，損害額が不確定で裁量の余地があるのに対し，前者
は社会保障給付であり，給付額は定められ受給権者もほぼ特定されている点に
違いがある。社会立法における生存権の保障は，社会的生産活動における労働
者の労働力保全の目的から，現実の労働力再生産の場である労働者の生活共同
体を保護することにあり，その社会保険などの遣族給付は，労働者の労働活動
の効果として，労働力再生産の役割を果している「生計維持関係」にある者に
対して与えられるものである。その点において，婚姻共同体の協力関係の清算
を目的とする財産分与や加害行為の不法責任の清算を目的とする交通事故の損
害賠償と性質を異にする面がある。社会保障の給付実務では，その行政的画一
性，迅速性から婚姻の公示性が尊重され，疑わしきは法律婚の優位にという原
則が支配している。しかし，他の方便による離婚拒否やわずかな交流の痕跡で
も法律婚の断絶が疑わしいとして， 20年30年にわたる事実婚を保護しないの
は，行政実務の官僚的処理の感もなくはなく，社会保障給付の性質に基礎づけ
総
られて，重婚的内縁の保護基準が明確化される必要があろう。
(69) 古賀昭典・前掲論文• 47頁は，保護基準として，（イ）法律婚の事実上の解消と（口）事実
婚の社会的成立をあげ， 「一方が明確に充足されておれば，他方は必ずしも同程度の
明確さを必要としないであろう」とされる。一般論としては，ほぼ認容しうるが，離
婚の合意がなくても事実婚の成熟がいかなる程度であれば認めうるかなどはっきりさ
れていないのでわかりかねる点もある。なお，（ハ）の差意，悪意の主観的要件を保護基
準の要素とすることは，社会保障立法では，適当でないであろう，
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